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【ナレーション１】

佐藤さん一家は娘の健康を心配している。北海道の野原で娘が遊んでいたところ、クモにかま
れてしまった。「とてもきれいで背中に赤い線のあるクモにかまれた」と娘は言った。痛みが出てき
てから、両親は心配になり娘を病院へ連れて行った。診断結果はもうすぐ分かるだろう。

【ナレーション２】

何かがおかしい…。秋田県のコメ農家田中さんの田んぼでは、最近、あきたこまちの品質の低
下を感じるようになった。

稲の穂が出た後に高温の日が続いた影響で、白くにごってみえる米や、 ひびのある米が見られ
るようになった。このような米が増えると、品質や販売価格の低下につながる。同じような被害を
受けている農家と、対策について話し合いすることになった。

【ナレーション３】

各県からの最新のデータは、気象庁に送られる。気象庁では、気象学、地震学、火山学など

のデータを集め、市民が利用できるようにしている。全国から集められた最新の気候データによっ

て、過去数十年の気温がどのように変わってきたか確認できる。今年も、気候データの歴史に、

新たな記録を残すかもしれない。

「最新の気候データによって、過去数十年の気温がどのように変わってきたか分かるので、田中

さん一家は昔と同じ方法で米の栽培を続けて良いのか不安になっており、佐藤さん一家は、見

たこともないクモにかまれた娘の健康を心配している。」

「なぜ、こんなことが起こっているのでしょうか？」

気候変動のミステリー ナレーション
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気候変動のミステリーカード
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気候変動のミステリーカード
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気候変動のミステリーカード
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気候変動のミステリーカード
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気候変動のミステリーカード
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気候変動のミステリーカード



導入

地域で効果的な温暖化対策を考える際に必要な点とは…

①地域の現状を知る（現状とは具体的にどのようなことか）
②分野ごとに対策を考える（分野は自分たちが取り組みたい分野について
グループで選び、そこに焦点を当てて話をする）

③日本の二酸化炭素の分野別の排出割合 等を説明する。
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ワーク１：批評の説明・対策を考える際に必要な手がかり①

・最初のスライドでは、段階１の批評の実施方法とまとめ方を簡単に説明する。
その後、段階１を進めるために必要な手がかりについて話をする（ワークシートを配布し、
話を聞きながら手がかりを記入してもらう。
・地球温暖化の現状と予測について話をする。
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対策を考える際に必要な手がかり①

スライド1枚目で、気候危機を回避する目安、気温上昇1.5℃未満の世界の排出削減につ
いて、その規模・速度を共有する。スライド5枚目で日本の政策目標も確認する。
これから地域で実現する対策・速度のイメージをつかむ。
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世界と日本の排出削減

世界と先進国のCO2排出量

IEA国際エネルギー機関(速報値)より作成

世界のCO2排出量

• 【目標】世界約140カ国が2050年排出ゼロ、多くの国が排出ゼロ目標。
• 【実績】温暖化対策で2013年以降はCO2排出増加がゆるやかになったがまだ減っていない。
先進国には対策進展の国多数。省エネと、再エネ拡大、化石燃料特に石炭の縮小

先進国のCO2排出削減
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対策を考える際に必要な手がかり①

スライド2枚目で全国の排出構造、3枚目で地域の排出構造を確認する。
5枚目で対策の柱が省エネと再生可能エネルギーであり、省エネ・エネルギー効率化をし
ながら、再エネ導入することが効率的・効果的なことを確認する。
6枚目で日本全体では再生可能エネルギー電力の可能性が消費よりはるかに大きいことを
確認する。

全国の電力消費と再生可能エネルギー電力可能性
2020年の再エネ電力割合は約20%
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発電時の排出を電気の消費側の排出とした場合

発電時の排出を発電所のも
のとカウントすれば、発電

所と工場で3分の2を排出

発電所＋工場+
工業プロセス+廃棄物

約70%

環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成
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産業：製造業、農林水産業、鉱山業、建設業
運輸：車など
業務：オフィスと第３次産業
家庭：住宅の中の排出。自家用車は運輸。
工業プロセス：セメントの化学反応など。
廃棄物：プラスチック・廃油燃焼。紙ゴミ、食品ごみなどは計算にいれない。

発電時の排出を発電所の排出とした場合

日本の自治体の気候非常事態宣言
(120自治体,2022/6/15現在)
衆参両院も2020年11月に宣言を決議
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奈良県五條市

静岡県伊豆の国市

高知県土佐町

気候非常事態宣言ネットワークhttps://www.zeri.jp/cen/ced-municipality/ より作成

温暖化の被害からの宣言

和歌山県橋本市
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対策を考える際に必要な手がかり①

1枚目と2枚目で、全国の対策と地域（ここでは東京都）のエネルギー消費削減、CO2排出
削減の試算例を見て、対策規模やスピードの全体像を確認する。
3枚目と4枚目で、脱炭素対策が地域の経済にプラスの影響があり地域発展と同時にとりく
めることを確認する。
5枚目と6枚目は自治体政策で、1-2枚目の削減を行うのに国の政策とあわせて政策として
十分かどうか、その課題についても考える。

14



対策を考える際に必要な手がかり①

ここでは全国の気候変動の被害規模(1枚目)、地域の気候変動の悪影響と適応策を示してい
る。
地域の影響や適応策は、自治体の気候変動適応センターのHPや、環境基本計画、温暖化対
策計画等から情報を探すと良い。
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対策を考える際に必要な手がかり①の続き

ワーク２の説明

段階２（左図）の進め方のスライドを使って説明
する。
段階２終了後、さらに対策を考えられるように、
ワーク３の説明の前に、手がかり２（下図）の話
を行う。

ワーク３の前の手がかり②

16

ワーク3の前の手がかりの例で、業務部門と運輸部門の例を示す。
業務部門では右の床面積あたりエネルギー消費において用途別エネルギー消費割合を示し、割合の高い所
で多くの削減が期待できることを示している。
運輸部門も運輸機関別のCO2割合を示し、割合の高い所で多くの削減が期待できることを示している。



ワーク４の説明

ワーク３の説明

段階３の進め方を左のスライドを使って説明する。
段階３終了後に、ワーク４の説明を行う。
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ワーク３の説明後、ワーク４の説明を行う。ロードマップを考える際のポイントは、シ
ンシナティグリーン計画に書かれている内容を紹介する。
３.移行のプロセスは、①～⑥の項目のうち、話し合える項目のみ話してもらう。



ワーク４に必要な補足の説明１（DRAWDOWN）
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ワーク４の説明

ワーク４の説明後、対策の具体化をするうえで必要な補足情報を説明する。
・DRAWDOWNで出てくる対策の項目リストを配布し、分野ごとの対策によるCO２削減
量を大まかに把握してもらう。また、温暖化対策以外の視点（複数の利益を同時に満たせ
るもの）の追加や、出てきていないアイデアの追加等に活かしてもらう。



・地域のCO2排出削減の2つの柱である省エネと再生可能エネルギー普及について、1枚目
で省エネのポイントの更新時の対策と、2枚目で地域で再生可能エネルギーの電力を増やす
ポイントを考える。
3～4枚目は「家庭の対策」をテーマにした際の省エネの例。家電の設備更新のエネルギー
消費削減率と、断熱建築普及の際のエネルギー消費削減率を示している。
5～6枚目は「運輸の対策」をテーマにした際の省エネの例。5枚目は乗用車の大きさ別の燃
費の差。6枚目は車の更新と、公共交通転換の対策効果を示している。
こうした対策の削減率などを参考に、テーマごとに地域の対策を考えて行く。

家庭の省エネ機器導入効果の例
13年前のエアコン更新
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20年前のものの更新は▲50%

電球型蛍光灯→電球型LED
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ストーブからエアコンなら80%削減。
断熱のよい住宅がのぞましい。

20年前のものの更新は▲70%以上

ワーク４に必要な補足の説明２
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地域の対策(1)省エネ
重点〜設備更新・断熱建築導入

更新・買換時に省エネ機器選択

新築・建て替え時に断熱建築

2020 2050

更新・買換時に燃費のよい車、

設備機器に関する
エネルギー消費

建築に関する
エネルギー消費
(暖房など)

輸送に関する
エネルギー消費

電気自動車

購入電力で再エネ割合の高い
小売を選ぶか自ら発電設備設置

2030

電力・熱で再エネを選ぶ
(購入あるいは設備設置)

2040

エネルギー消費

年

地域の対策(2)再エネ拡大
自ら設置するか、電気を選び購入電力を再エネに

再生可能エネル
ギー発電所

火力発電所

送電会社

小売電気
事業者

小売電気
事業者

再生可能エネル
ギー中心の小売
電気事業者

消費者（企業、協同組合、家庭）

(2)電気を選び、再エネ発電割合
の高い小売会社、メニューを選ぶ

(1)再エネ発電所を自ら、
共同してつくる

1980年以前のほぼ無断熱の建築と比較し、断熱建築により暖房エネルギー消費を大き
く減らすことができる。国の建築断熱基準より高い断熱性能が望ましい
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断熱住宅普及による暖房エネルギー削減

• 日本のゼロエミッション住宅(従来比で、一次エネルギーで▲20%、さらに再エネでまかなう。

• 欧州の断熱規制はさらに強力な断熱構造。

• 夏は風通しよく、また結露も防ぐ地域の気象にあった建築が必要。

乗用車の大きさ別燃費
•同じ大きさ、重さでも、燃費基準を
大きく超える優良(省エネ)車がある。
•大型化すると極端に燃費が悪い。こ
れはハイブリッド車でも同じ。
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(5ナンバー車)

普通乗用車
(3ナンバ車)

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会自動車判断基準小委員会・交通政策審議会陸上交通分科会 「自動車部会自動車燃費基準小
委員会合同会議 最終取りまとめ」、国土交通省燃費情報より作成

効率が悪い 効率が良い

HV:ハイブリッド車
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電気自動車への転換
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▲60%
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乗用車から鉄道、バスへの転換

この他、中心市街地の交通管理や駐車場管理、まち
づくり・自治体公共施設立地計画、貨物の共同輸配
送など、運輸の対策多数。



プログラムを汎用性のある内容にするときのポイント

都道府県、市区町村の効果的な対策を考える際には、エネルギー消費実態、CO2排出実態を把握
し、それを踏まえて重点などを考えていくことが必要である。

・工業都市
重化学工業コンビナートのある都道府県、市町村では産業部門(主に製造業)などの割合が非常に高

い。こうした所では、都道府県、市町村全体の排出削減の中で産業部門の対策が重要である。

・都市型
大都市では産業部門の割合は小さい。輸送に占める車の割合も小さく、運輸部門の割合も小さい。

業務部門の割合が高く、また相対的に家庭部門の割合も高い。こうした所では産業部門以外の対策が
重要。

・中間型
工業都市と都市型の中間に位置するもので、産業部門の割合は比較的大きく、運輸部門の割合も大

きい。
なお、この中に、産業部門も小さい、田園型と言えるような都道府県、市町村もある。

◆都道府県、市、典型的な排出割合
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都道府県別のCO2排出割合
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大分県(2019)
山口県(2017)

和歌山県(2019)
岡山県(2019)
広島県(2017)
兵庫県(2019)
茨城県(2018)
三重県(2018)
愛媛県(2019)
千葉県(2017)
愛知県(2019)
福岡県(2019)

神奈川県(2019)
滋賀県(2019)

静岡県(2019)
群馬県(2018)
北海道(2017)
宮城県(2017)
福島県(2018)
長野県(2018)
山梨県(2019)
沖縄県(2019)

鹿児島県(2019)
奈良県(2019)

京都府(2019)
大阪府(2019)
東京都(2019)

工業プロセス エネルギー転換 産業 運輸 業務 家庭 廃棄物

各都道府県排出統計より作成
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